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令和２年度予算の執行について（依命通達） 

  

日本経済は、新型コロナウイルスの感染拡大によりリーマンショック級

の大きな打撃を受け景気が大幅に下降している。先行きについても、感染

症拡大の終息に目途の立たない状況が続くと見られ、さらなる景気の下振

れが懸念される。この状況が長引けば、区の財政運営も大きな影響を与え

ることが予想され、今後の景気動向には、引き続き注視する必要がある。 

新型コロナウイルス対策は、感染拡大を早期に終息させることが最大の

課題であり、区として緊急対応策を着実に実行するとともに、中小事業者

への資金繰りや雇用維持の支援が急務である。 

また、今年度最大のイベントであった、東京2020大会の開催が１年延期

となり、この間、準備した事業については、実施時期、規模や内容等、大

幅な変更を迫られることになった。 

こうした状況の中、区は、既に当初予算と同時にコロナウイルス対策と

して補正予算を追加しているが、必要な施策を着実に実行するとともに、

今後も、経済動向をしっかり見極め、必要かつ十分な施策を躊躇なく実行

していく必要がある。そのためには、職員一人ひとりが効果的・効率的な

予算執行を進め、予算化された施策を日々変化する情勢に応じて、柔軟に

展開できるよう、幅広い視野と創意工夫を凝らす想像力、さらには臨機応

変な対応力が不可欠である。 

また、令和２年度は、新長期基本計画の初年度であり、超長寿社会に対

応する視点、多文化・多様な生き方を尊重する視点、強靭で魅力あるまち
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を未来につなぐ視点、先端技術を活用して課題解決と発展を図る視点など、

時代の大きな転換期に対応する今後 10 年間の施策を示した計画を着実に

進めていかなければならない。 

よって各部局においては、 

第一に、新型コロナウイルス対策については、早急な施策の対応に努め

ること。必要に応じて緊急的な補正予算の編成も視野に入れること。 

第二に、東京2020大会の延期については、予定していた事業、イベント

等は、必要に応じ中止、事業延期など状況変化に対応できるよう留意する

とともに、今後の景気回復にもつなげること。なお、委託契約等の際には、

柔軟な対応ができるように努めること。 

第三に、新長期基本計画を着実に進めるため、未来につながる施策の展

開を意識すること。 

第四に、予算編成後の変化に迅速に対応し、執行段階においても、積極

的かつ柔軟な取り組みを行うこと。 

以上を踏まえ、下記事項に留意して令和２年度の予算執行にあたられた

い。 

この旨、命によって通達する。 

 

記 

 

第一 全般的事項 

１ 新型コロナウイルス対策について、感染拡大防止に努めるとともに、

経済対策および終息後のまちのにぎわいに積極的に取り組むこと。 

２ 来年度に開催が延期となった東京2020大会に向け、関連事業に取り組

むこと。 

３ 令和２年度は、新長期基本計画の初年度となる。計画の実現に向け、

着実な予算執行に取り組むこと。 

４ 予算執行については、予算事務規則、会計事務規則、契約事務規則等

に基づき、適正に処理すること。 

５ 歳入は、予算計上額の確保が歳出予算執行の前提となることに留意す

ること。 

⑴ 前年度以上の収入額（率）を達成するよう努め、前年度同月比で低
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下しているものについては、原因等の分析を行い、適切な措置を講じ

ること。 

⑵ 新規事業に対する国・都支出金については、積極的に情報収集を行

い、歳入の確保に努めること。 

６ 歳出は、最小の経費で最大の効果をあげるため、次の点に留意するこ

と。 

 ⑴ 事業の実施にあたっては、状況に応じた多方面からの検討を加え、

より効果的・効率的な執行に努めること。 

 ⑵ 新規事業については、関係機関との情報交換や協議等を十分に行い、

周到な事業計画を作成し、早期着手、適正な執行に努めること。 

⑶ 予算執行は、議決予算（予算見積書の事業別予算の各節を指すもの）

に即して適正に行うこと。なお、補正予算の計上が必要となる事業の

事前執行は、厳に避けること。 

７ 会計管理室における資金繰りを円滑に進めていくため、特に次のこと

に留意すること。 

⑴ 国・都支出金は、関係機関との連絡を密にして、早期収納に努める

こと。 

⑵ 収支予定を綿密に積算し、収入日と執行日を明確にするとともに、

収入に応じた支出を図るよう努めること。 

８ 新公会計制度の運用については、「品川区新公会計制度基本方針」に基

づき適正な処理に努めること。 

 

第二  歳入について 

１ 新型コロナウイルス対策に係る国および都の補助制度等の動向に注意

を払うこと。 

２ 特別区民税は、歳入の根幹であり、区財政に大きな影響を与えるもの

である。ついては、課税対象に脱漏のないよう努めるとともに、負担の

公平性の観点からも滞納整理を促進し、一層の徴収率向上に努めること。 

３ 各特別会計における保険料は、保険制度の基盤をなすものであるので、 

制度の趣旨普及等を通じて特段の徴収努力を行い、徴収率の向上に努め、 

一般会計による負担の縮減を図ること。 

４  国・都支出金については、補助制度の創設、組替えなどの動向に注意
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を払い、積極的な活用を図るなど、一層の収入確保に努めること。 

⑴ 補助金等の申請にあたっては、事業計画を綿密に立て、早期の申請

に努めること。 

⑵ 補助基準との単価差・対象差等により生じる区の超過負担の解消を

関係機関に積極的に働きかけること。 

５ 当初見込んでいた補助金・交付金等に減収のおそれがあるときは、速

やかに財政課と協議し、支出抑制等の措置を講じること。 

６ 各施設使用料については、施設利用のＰＲ等に努めるとともに、利用

形態や納付方法等を見直し、増収を図ること。また、受益者負担の考え

を踏まえ、使用料の適正化について検討すること。 

７ 負担の公平を図るため、自己負担金、各種貸付金返還金、保育園保育

料、区営・区民住宅使用料等の未納分・滞納分の徴収については、特段

の努力をすること。 

８ 新たな寄附金収入については、寄附者の意向に沿って速やかに予算化

し、目的に即して執行すること。 

９ 基金の運用については、経済動向を踏まえ、安全性を最重要視すると

ともに、効率性も考慮すること。 

10 各種団体が行っている助成制度やクラウドファンディング等の手法を

積極的に活用し、税外収入の確保に努めること。 

 

第三 歳出について 

１ 新型コロナウイルスの感染拡大による不測の事態により緊急な対応が

必要になった場合は、速やかに財政課と協議すること。 

２ 予算の執行にあたっては、事業の目的が確実に達成できるよう、年間

の執行計画を策定すること。やむを得ず計画を変更する場合は、最小限

にとどめること。 

  なお、翌年度への予算の繰越しが発生するおそれがある場合は、速や

かに財政課へ報告し、関係機関との調整を図ること。 

３ 議決を要する契約締結（変更を含む。）を行う事業については、議案提

出時期を含め経理課との緊密な調整を行うこと。 

４ 地域経済対策の観点から、工事の発注や物品購入等については、区内

業者への受注機会の確保に努めること。 
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５ 債務負担行為を設定している事業については、工事出来高等の状況に

注意を払い、債務負担行為の変更・追加が見込まれる場合には、速やか

に財政課へ協議すること。 

６ 事業の進捗に大きな影響を与える各種の調査・設計委託等については、

翌年度の予算編成に支障が生じないよう関係各課と十分な調整を図り、

計画的に進めること。 

７ 環境に配慮した物品の優先購入（グリーン購入等）を進めることによ

り、環境負荷の軽減を図ること。 

８ イベント等で使用する使い捨て容器や会議等で提供する飲料は、可能

な限り自然環境に配慮された素材による容器を活用し、使い捨てプラス

チックの使用削減に積極的に努めること。 

９ 情報システムに係る経費については、情報システム調達ガイドライン

に基づき標準化および効率化を図り、適正な調達プロセスを経ること。 

10 番号制度の運用については、「品川区におけるマイナンバー制度の利活

用の基本方針」に基づき、個人番号カードの独自利用を検討すること。 

 

第四 予算執行計画について 

  予算執行計画は、予算事務規則第14条に基づき策定するものである。

よって、各部局の長は経営的視点に立ち、自主的な判断と責任により着

実な事業執行を図ることを目標に策定すること。 

 

第五 執行手続について         

１ 予算流用について 

予算の執行上やむを得ない事由がある場合は、一定の範囲内において

流用を各部局の長の権限で行えるものとするが、事前に財政課と調整す

ること。 

２ 執行委任について 

執行委任は、委任する側と受任する側との間で綿密な意思の疎通を図

り、適切な時期を考慮して行うこと。 

３  不用額の処理について 

予算執行につき生じた差額（見積差、契約落差）は、その要因を明確

に区分し、減額補正または決算上の不用額とすること。 
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４ 進行管理について 

施策の目的が効果的・効率的に達成できるよう、執行状況を的確に把

握し、執行実績の客観的な分析・評価を行うこと。 

⑴ 予算執行は、執行計画において、事業別・四半期ごとに定めた執行

計画額の範囲内で行い、予算を超過しないよう厳に注意すること。 

⑵ 予算執行にあたり、次の事項については別途企画部長より通知する。 

① 進行管理対象事業 

② 特に区長が指定する事業 

③ パブリックコメント対象事業 

⑶ 予算事務規則第24条第２項に基づく収支状況報告および実績報告は、

次のとおり行うこと。 

①   収支状況報告は、各四半期における執行率が80％未満の事業につ

いて、各四半期終了後15日以内に執行残額説明書を１部提出して行

うこと。また、同説明書指示事項欄には、各部局の長の指示を必ず

記入すること。 

② 「特に区長が指定する事業」に係る実績報告は省略する。 

 

第六 その他 

１ 監査結果における注意事項 

  定期監査において、例年指摘されている支払遅延や契約手続の不備等

が生じないよう、予算の執行にあたっては、関係法令等に基づき特段の

注意を払うこと。 

２ 公共施設等の整備・管理計画について 

「品川区公共施設等総合計画」に基づき、各施設の維持管理にかかる

経費について適切に把握し、より効率的な運営に努めるとともに、施設

の複合化や集約化、民間活力の導入について積極的な検討を行うこと。 

３ 令和３年度予算編成に向けて 

  新長期基本計画を着実に進めるため、事業の見直し・再構築を進める

とともに、開催が延期された東京2020大会の関連事業について、今後の

景気回復を意識し、年度当初より積極的に取り組むこと。 


